
○下妻市宅地開発事業に関する指導要綱 

昭和５７年３月３０日 

告示第８号 

改正 平成元年７月１日告示第１９号 

平成１０年１０月３０日告示第６４号 

平成１３年２月９日告示第５号 

平成２０年３月３１日告示第５２号 

平成２９年５月３０日告示第１１４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、宅地開発事業の施行に関し、必要な基準等を定めて、その適正な施

行を確保することにより、開発区域及びその周辺の地域における良好な居住環境の整備

と災害の防止を図り、もって市民の福祉の増進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「宅地開発事業」とは、主として建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）第２条第１号に規定する建築物（以下「建築物」という。）の建築の用に

供する目的で行う一団の土地の区画形質の変更に関する事業をいう。 

２ この要綱において「開発区域」とは、宅地開発事業を行う土地の区域をいう。 

３ この要綱において「事業主」とは、宅地開発事業に係る工事（以下「工事」という。）

の請負契約の注文者又は請負契約によらないで、自ら工事を施行する者をいう。 

４ この要綱において「工事施行者」とは、宅地開発事業に係る工事の請負人をいう。 

（適用事業） 

第３条 この要綱は、次の各号のいずれかに該当する宅地開発事業を除き、０．１ヘクタ

ール以上又は５区画以上の一団の土地に係る宅地開発事業について適用する。ただし、

自己の居住の用に供する目的の場合は、この限りでない。 

(1) 農業、林業又は漁業の用に供する建築物の用に供する目的で行う宅地開発事業 

(2) 非常災害のため必要な応急措置として行う宅地開発事業 

２ 同一又は同系の事業による開発事業は、前項に規定する条件未満であっても、その行

為が継続又は隣接することにより、当該条件に達するときは、同一開発事業とみなし、

この要綱を適用するものとする。 

（責務） 



第４条 宅地開発事業を行おうとする者は、宅地開発事業の計画を策定しようとするとき

は、当該計画が茨城県及び下妻市の土地利用に関する計画その他の施策と調和するよう

に努めなければならない。 

（市長との協議） 

第５条 第３条に規定する宅地開発事業を行おうとする者は、当該宅地開発事業の計画に

おいて、あらかじめ市長と協議し、その同意を得なければならない。 

２ 前項の規定による協議の申出をしようとする者は、協議申出書に細則で定める図書を

添えて、市長に提出しなければならない。 

（市長の同意） 

第６条 市長は、前条第１項に規定する同意については、次に掲げる事項を勘案してする

ものとする。 

(1) 集団的優良農用地、埋蔵文化財、天然記念物等の保全が図られること。 

(2) 災害の防止が図られること。 

(3) 道路その他の交通施設の整備が図られること。 

(4) 用排水施設の整備が図られること。 

(5) 公共施設及び学校その他の公益的施設の整備が図られること。 

２ 市長は、前条第１項に規定する同意をするときはその旨を、同意をしないときは、そ

の理由を明らかにして、協議申出書を提出した者に通知しなければならない。 

（施設等の寄附） 

第７条 事業主は、開発する施行地区内に必要な公共施設を自己の費用で施行し、市長と

事業主との間で別段の定めをした場合を除き、市に寄附し、又は譲与しなければならな

い。 

２ 事業主は、前項に規定する公共施設を市に寄附し、又は譲与する場合は、あらかじめ

市長の検査を受けなければならない。この場合において検査の結果、不備の箇所がある

ときは、事業主の費用をもってその箇所を整備しなければならない。 

（公共施設の維持管理） 

第８条 前条の規定により市の管理又は所有に属した公共施設の維持管理に要する経費は、

市長と事業主が協議し、その負担及び期間を決定するものとする。 

（開発計画の趣旨普及） 

第９条 事業主は、開発区域はもとより、その周辺区域における住民等の意見を十分尊重



し、開発計画の趣旨普及を図るものとする。 

（事業の計画性） 

第１０条 開発計画は、住宅の需給関係の視点からみて、市の地域振興に寄与すると認め

られ、かつ、事業に計画性があり、次に掲げる事項を満たすものとする。 

(1) 住宅団地の開発にあっては、一宅地の面積を１６５平方メートル以上確保すること。 

(2) 事業実施計画において、その実施期間は規模に応じ適正なものとし、期間内に買収、

造成、分譲等一連の開発事業を終了させること。 

（被害の補償） 

第１１条 事業主は、事業の施行によって生じた被害については、その補償の責を負わな

ければならない。 

（設計の基準） 

第１２条 事業主は、工事の設計（以下「設計」という。）を定めるに当たっては、別表

１及び別表２に定める基準（以下「基準」という。）に適合するようにしなければなら

ない。 

（設計の確認） 

第１３条 事業主は、工事を施行しようとするときは、当該工事に着手する前に、その設

計が基準に適合するものであることについて、市長の確認を受けなければならない。 

２ 前項の確認を受けようとする事業主は、確認申請書に細則で定める図書を添えて市長

に提出しなければならない。 

３ 市長は前項の確認申請書を受理した場合において、設計が基準に適合することを確認

したときはその旨を、適合しないと認めたときは、その理由を明らかにして、当該確認

申請書を提出した者に通知しなければならない。 

（順守義務） 

第１４条 事業主は、前条第３項の規定による確認を受けた設計（変更の確認を受けたと

きは、その変更後のもの）に適合するよう工事の施行をしなければならない。 

（文化財の保護） 

第１５条 事業主は、下妻市教育委員会の指示に基づき、開発区域における文化財の保護

に必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業主は、開発行為等に係る工事の施行に伴って埋蔵文化財を発見したときは、直ち

に工事を中断し、現状を保存するとともに、下妻市教育委員会の指示に従い、埋蔵文化



財を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

（防災等の措置） 

第１６条 事業主は、工事の施行に当たっては、当該工事に係る開発区域及びその周辺の

地域において、次に掲げる事態を生じさせないように、適切な措置を講じなければなら

ない。 

(1) 土砂くずれ、出水等による災害が生ずること。 

(2) 河川及び水路の利水又は排水に支障を及ぼすこと。 

(3) 排水路、その他の排水施設の使用に支障を及ぼすこと。 

(4) 交通に支障を及ぼすこと。 

２ 事業主は、前項各号に掲げる事態が生じた場合は、直ちに市長に報告し、その指示を

受け、適切な措置を講じなければならない。 

３ 事業主は、工事を廃止し、又は中止しようとするときは、当該工事に係る開発区域及

びその周辺の地域において、第１項各号に掲げる事態を防止するため、必要な措置を講

じなければならない。 

（近隣住民への配慮） 

第１７条 事業主は、開発行為等により影響を受けるおそれのある近隣住民の要求に応じ、

工事の着工前に開発計画を説明し、後日、紛争が生じないように配慮しなければならな

い。 

２ 事業主は、工事の施行に当たっては、周辺の状況に応じ事故等が発生しないように予

防手段を講じ、近隣住民に迷惑を及ぼさないよう配慮しなければならない。 

３ 事業主は、開発区域周辺の小中学校通学路の存否を下妻市教育委員会に確認すること

とし、当該開発区域の接続先道路が通学路となっている場合には、工事車両等の出入り

について誘導員などを配置し、児童及び生徒の登下校時の安全の確保に配慮しなければ

ならない。 

（紛争の処理） 

第１８条 事業主は、近隣住民と紛争が生じたときは、誠意をもって話し合い、当該紛争

の解決に努めなければならない。 

（変更等の届出） 

第１９条 事業主は、次に掲げる場合においては、速やかにその旨を市長に届け出なけれ

ばならない。この場合において、茨城県都市計画法施行細則（昭和４５年茨城県規則第



４５号。以下「県規則」という。）の適用を受けるものについては、知事に届け出なけ

ればならない。 

(1) 設計の変更をしようとするとき。 

(2) 工事施行者を変更しようとするとき。 

(3) 工事の着手又は完了の時期を変更しようとするとき。 

(4) 工事を２月以上中止し、又はその工事を再開しようとするとき。 

(5) 工事を廃止しようとするとき。 

（設計確認の掲示） 

第２０条 第１３条第３項の規定により確認の通知を受けた事業主は、工事着手の日から

次条第２項の検査済証の交付の日まで、当該確認があった旨を開発区域内の見やすい場

所に掲示しておかなければならない。 

（工事の完了検査） 

第２１条 事業主は、開発区域（開発区域を工区に分けたときは、その工区）の全部につ

いて工事が完了したときは、速やかに市長（県規則の適用にあっては知事）に届け出な

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る工事が第１３条第３

項の規定により確認を受けた設計に適合しているか否かについて検査し、当該工事が当

該確認を受けた設計に適合していると認めたときは、検査済証を事業主に交付するもの

とする。 

（勧告及び公表） 

第２２条 市長は、工事がこの要綱の規定に違反して施行されたときは、当該宅地開発事

業の事業主に対して、当該工事の停止を勧告し、又は相当の期限を定めて、この違反を

是正するために必要な措置をとることを勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告に応じない場合は、事業主について公表することがで

きる。 

（調査） 

第２３条 市長は、必要があると認めるときは、その職員をして開発区域内の土地に立ち

入らせ、工事の状況を調査させることができる。 

（資料の提出等） 

第２４条 市長は、この要綱の施行に必要な限度において、事業主又は工事施行者に対し、



工事に関し報告又は資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第２５条 この要綱の施行に関し、必要な事項は、細則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この告示は、昭和５７年４月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この要綱の施行の際、現に工事に着手している宅地開発事業については適用しない。

ただし、第１５条の規定に違反して工事が施行された場合に係る第１９条及び第２０条

は、この限りでない。 

３ 下妻市住宅地等造成事業に関する指導要綱（昭和４８年市告示第１号）は、廃止する。 

付 則（平成元年告示第１９号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成元年４月１日から適用する。 

付 則（平成１０年告示第６４号） 

この告示は、平成１０年１１月１日から施行する。 

付 則（平成１３年告示第５号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成１３年１月１日から適用する。 

付 則（平成２０年告示第５２号） 

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

付 則（平成２９年告示第１１４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の下妻市宅地開発事業に関する指導要

綱の規定により協議が行われ、又は既に協議が終了した宅地開発事業については、なお

従前の例による。 

別表１ 

区分 設計の基準 

１ 街区   ア 街区は、幅員６メートル（小区間で通行上支障がない場合は、

幅員４メートル）以上の道路に接していること。 



イ 街区の規模は土地利用目的、地形、日照等を勘案して定めら

れていること。この場合において、住宅にあってはおおむね長

辺１２０メートル以内、短辺３０メートル以上３５メートル以

内の長方形を標準としていること。 

２ 道路 (1) 幅員等 ア 道路の幅員は６メートル（小区間で通行上支障がない場合

は、幅員４メートル）以上であること。 

イ 主要な道路の幅員は、次のとおりであること。 

（ア） ５ヘクタール以上２０ヘクタール未満の開発区域にあ

っては、９メートル以上 

（イ） ２０ヘクタール以上の開発区域にあっては、１２メー

トル以上 

ウ 開発区域の面積が２０ヘクタール以上のものにあっては、予

定建築物の敷地から２５０メートル以内の距離に主要な道路

が設けられていること。 

エ 主要な道路が接続する既存道路は、車道幅員５．５メートル

以上の道路であること。ただし、環境の保全上、災害の防止上、

通行の安全上及び事業活動の効率上支障がないものについて

は、この限りでない。 

オ エただし書に規定する環境の保全上、災害の防止上、通行の

安全上及び事業活動の効率上支障がないものの基準は、茨城県

宅地開発関係資料集の開発行為の技術基準によること。 

カ 幅員９メートル以上の道路は、縁石線、柵その他これらに類

する工作物によって歩車道が分離されていること。 

(2) 構造 開発区域内の道路及び接続道路はアスファルト舗装とし、付表

１の構造でかつ雨水等を有効に排水するため必要な側溝、その他

適当な施設を設けること。 

(3) 行き止

り道路 

道路は行き止り道路でないこと。 

ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 

（ア） 当該道路について、他の道路との接続が予定されてい

ること。 



（イ） 道路の終端が公園、広場、その他これらに類するもの

で、自動車の転回に支障がないものに接続していること。 

（ウ） 道路の幅員が６メートル以上であること。 

(4) すみ切

り 

道路が同一平面で交差し、又は屈折する場合はその角地には付

表１のすみ切りが設けられていること。 

(5) 階段道

路 

道路は階段状でないこと。ただし、専ら歩行者の通行の用に供

する道路で、通行の安全上支障がないと認められる場合はこの限

りでない。 

(6) 防護施

設 

道路が屈折し、又は道路に接して崖、水路等があるため交通上

危険のある箇所には防護柵、その他適当な防護施設が設けられて

いること。 

(7) 勾配 道路の縦断勾配は６パーセント（ただし、地形等によりやむを

得ないと認められる場合は、小区間に限り９パーセント）以下と

すること。 

横断勾配は、適当な値であること。 

３ 公園   ア ０．３ヘクタール以上５ヘクタール未満の開発区域にあって

は、その開発区域にその面積の合計が開発区域の面積の３パー

セント以上の公園、緑地又は広場（以下「公園等」という。）

が設けられていること。ただし、開発区域の周辺に相当規模の

公園等がある場合、予定建築物の用途が住宅以外のものであ

り、かつ、その敷地が一である場合等開発区域の周辺の状況並

びに予定建築物の用途及び敷地の配置を勘案して特に必要が

ないと認められる場合は、この限りでない。 

イ ５ヘクタール以上の開発区域にあっては、次に定めるところ

により適正な位置に公園等が設けられていること。この場合、

アただし書を準用する。 

（ア） 公園等の面積は、１箇所３００平方メートル以上であ

り、かつ、その面積の合計が開発区域の面積の３パーセント

以上 

（イ） ２０ヘクタール未満の開発区域にあってはその面積が



１，０００平方メートル以上の公園等が１箇所以上、２０ヘ

クタール以上の開発区域にあってはその面積が１，０００平

方メートル以上の公園等が２箇所以上 

４ 給水施

設 

  上水道の施設計画については、水道事業管理者と協議し市営上

水道区域内は、水道事業管理者の指示によること。また、給水区

域外については、水道法（昭和３２年法律第１７７号）その他の

法令により施工し、将来施設を市に移管する場合は、水道事業管

理者と協議し無償譲渡すること。 

５ 排水施

設 

(1) 設置 ア 排水施設の計画に当たっては、土地の自然的並びに周辺の状

況を勘案して集水区域を決め、これに基づき排水処理機構及び

構造等を設定すること。また開発区域及び周辺地域に公共下水

道等排水施設に関する都市計画が決定されている場合には、設

計がこれに適合していること。 

イ 雨水と汚水は原則として分流式によって排出し雨水以外の

下水は暗渠によって排出させること。 

ウ 計画水量の算出は、雨水管渠にあっては計画雨水量（mm／

H）を、汚水管渠にあっては計画汚水量（l／人口）に地下水量

及び開発区域外から流入する排水量を考慮して定めること。 

エ 地域外排水は、専用排水路を新設して利用するものとし、原

則として農業用用排水路へは放流しないこと。やむを得ず放流

する必要が生じたときは、水利権者、その他関係者と協議し同

意を得、かつ終末処理施設（土壌式浄化システム方式）を設置

し、農業用水、地下水の汚染がないよう措置すること。 

オ 雨水排水の流末施設として予定する既存の公共排水路及び

当該公共排水路に至るまでの既設の中間排水施設の排水能力

が不足し、支障を来すおそれがある場合は、計画排水量の排水

が可能な施設を新設し、若しくは既設の施設を改修し、又は雨

水調整施設によって調節する等の適切な措置を講じなければ

ならない。 

カ 雨水排水施設として調整池、ポンプ排水施設又は浸透施設を



設置した場合は、当該雨水排水施設が不要となるまでの間、事

業主又は買受者の責任において適切に維持管理を行うものと

する。ただし、市に帰属した施設については、この限りでない。

(2) 構造 ア 排水施設は堅固で耐久力を有する構造であること。 

イ 排水施設は道路及び他の排水施設の維持管理に支障がない

場所に設けられていること。 

６ 衛生施

設 

  ア ゴミ収集については、清掃車が運行に支障がない位置に１ケ

所３平方メートル以上の集積場所を２０世帯に１ケ所設置す

ること。 

イ 生活排水処理については、合併処理浄化槽を設置すること。

ただし、公共下水道計画区域においては、当該下水道が供用さ

れた場合は、遅滞なく排水設備を設置し、公共下水道を使用す

ること。 

７ 消防施

設 

  ア 消火用水利施設として、防火水槽又は消火栓を設置する。た

だし、その費用は事業主の負担とする。 

イ 防火水槽は常時４０m３以上とし危険防止のため有蓋とす

る。 

ウ 防火水槽又は消火栓の配置は、消防車の出入りできる道路ぞ

いに、すべて防火対象物が半径１４０mの円内に含まれる位置

に設置することを原則とし、位置については市長の指示を受け

ること。なお、自己用目的の開発に限り、防火対象物の半径１

４０m以内に口径１００mm以上の上水道管が敷設されている

場合、若しくは１年以内に敷設が計画されている場合には、消

火栓の設置を認めるものとする。 

エ 消火栓は、「消防水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７

号）」に適合する能力、構造を有するものとすること。 

別表２ 

住宅地開発区域内に消防水利の設置すべき個数に対しての基準割合は、下記のとおり

とする。 



面積 消防水利 摘要 

消火栓 貯水槽 

３３０m２以上～５００m２未満 ○     

５００m２以上～１，０００m２未満 ○     

１，０００m２以上～２，０００m２未満 ○ ◎１以上   

２，０００m２以上～３，０００m２未満 ○ ◎１以上   

３，０００m２以上～４，０００m２未満 ○ ◎１以上   

４，０００m２以上～５，０００m２未満 ○ ◎１以上   

５，０００m２以上 ○ ◎１以上   

１ 防火水槽については１４０mの線が敷地内の一部にかかった場合及び宅地造成面積

が１，０００m２以上の場合は、その都度協議する。 

付表１ 主要道路接続道路構造基準 

開発規

模 

道路幅

員 

すみ切り長 構造 附帯工 

（路面排水） 

縦

断

勾

配 

その他の事項 

交差角 ①下層路盤工 

②上層〃 

③基層工 

④表層工 

１２

０° 

９

０° 

６

０° 

０．１

ha以上

６m以

上 

３m ４m ４m ①切込砕石 ４０～

０ ３０cm 

②粒調材 M３０ 

１５cm 

③ 

④密粒度アスコン 

５cm 

鉄筋コンクリ

ート長尺U字

溝３００、鉄筋

コンクリートV

字溝３００B

型、又は鉄筋コ

ンクリートL型

３００型及び

３５０型 

６

％

以

下 

法面張芝土留

又は擁壁工 

５．０

ha以上

９m以

上 

４m ５m ５m ①切込砕石 ４０～

０ ４０cm 

②粒調材 M３０ 

鉄筋コンクリ

ート長尺U字

溝３００、又は

６

％

以

法面張芝土留

又は擁壁工 

歩道 



１５cm 

③ 

④密粒度アスコン 

５cm 

現場打コンク

リート３００

型、又は鉄筋コ

ンクリートL型

３５０ 

下 １．５m×２ 

２０．

０ha以

上 

１２m

以上 

５m ６m ７m ①路床用砕石 ４０

～０ ３０cm 

切込砕石 ４０～

０ ２０cm 

②粒調材 M３０ 

１５cm 

③ 

④密粒度アスコン 

５cm 

鉄筋コンクリ

ート長尺U字

溝又は現場打

コンクリート

３５０型 

６

％

以

下 

法面張芝土留

又は擁壁工 

歩道 

１．５m×２ 

４０．

０ha以

上 

１６m

以上 

６m ７m ８m ①路床用砕石 ４０

～０ ５０cm 

切込砕石 ４０～

０ ２０cm 

②粒調材 M３０ 

１５cm 

③粗粒アスコン ５

cm 

④密粒アスコン ５

cm 

鉄筋コンクリ

ート長尺U字

溝又は現場打

コンクリート

３５０型 

６

％

以

下 

法面張芝土留

又は擁壁工 

歩道 

２．０m×２ 

 


